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平成１５年３月期    個別財務諸表の概要            平成１５年５月１９日 

上 場 会 社 名          株式会社 データ通信システム         上場取引所：東 
コ ー ド 番 号             ９６８２                                       本社所在都道府県：東京都 
（ＵＲＬ  http://www.dts.co.jp ）  

代  表  者  役職名 代表取締役社長  氏名 赤羽根 靖隆 
問合せ先責任者  役職名 取締役経理部長  氏名 堂 本 孝 憲  ＴＥＬ(０３)３４３７－５４８８ 
決算取締役会開催日   平成１５年５月１９日        中間配当制度の有無             有 

定時株主総会開催日   平成１５年６月２５日       単元株制度採用の有無    有(１単元  100 株) 
 
１． １５年３月期の業績(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日)  
(1)経営成績             （百万円未満の端数切捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

32,116 ( △ 0.9)
32,413 (    9.3)

3,467 (△ 19.2)
4,293 (   13.7)

3,504 (△ 18.2)
4,281 (   13.1)

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円   ％  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

1,927 (△ 15.5) 
2,281 (      14.8) 

149  59
181  53

149   58
181   51

 9.2   
11.5     

12.1 
15.0   

10.9 
13.2  

（注）①期中平均株式数    15 年 3 月期   12,472,722 株     14 年 3 月期     12,568,056 株 

②会計処理の方法の変更    無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

④当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）を適用しております。従来と同様の方法によった場合、 

15 年 3 月期の「１株当たり当期純利益」は 154 円 57 銭となり、また、潜在株式については希薄化効果を有しません。 

 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円  銭 円  銭  円  銭 百万円 ％ ％

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

47 00  
55   00  

12   00  
10   00  

35 00 
45   00 

584 
688 

31.4 
30.2 

2.7 
3.4 

 
（注）①15 年 3 月期期末配当金の内訳   記念配当 －円 －銭  特別配当 23 円 00 銭 

②配当性向の算出に用いる「１株当たり当期純利益」について「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）に 

従って算出しております。従来と同様の方法によって算出した場合の配当性向は 30.4%であります。 

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

28,573 
29,453 

21,321 
20,378 

74.6 
69.2 

1,711   48 
1,631   04 

  
（注）①期末発行済株式数    15 年 3 月期   12,421,711 株   14 年 3 月期    12,494,207 株 

②期末自己株式数      15 年 3 月期      189,422 株   14 年 3 月期      115,426 株 

③当期から｢１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。従来と同様 

の方法によって算出した場合の 15 年 3 月期の「１株当たりの株主資本」は 1,716 円 48 銭であります。 

 
２．１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円  銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

15,525 
33,001 

1,450 
3,650 

 450 
1,692 

15  00   
  ― 

 ― 
25  00   

  ― 
40  00  

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 136 円 27 銭 

（算出は予想当期純利益を当期末発行済株式数で除した方法によっております。） 

 

※業績予想につきましては、業界の動向を含む経済状況、お客様の動向等、現時点で入手可能な情報をもとにした見通しを前提としてお 

りますが、種々の不確実な要因により、実際の業績が記載の予想数値と異なる場合がありますことをご承知おきください。 

 



６．個別財務諸表等

（１） 貸借対照表　

（千円未満の端数切捨て） 

当　　期 前　　期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 流 動 資 産 14,760,405 51.7 17,281,943 58.7 △ 2,521,537

現 金 及 び 預 金 6,374,730 9,734,326 △ 3,359,595

売 掛 金 6,808,953 6,534,321 274,632

商 品 72,001 15,960 56,040

仕 掛 品 625,146 389,816 235,330

貯 蔵 品 8,940 10,064 △ 1,123

前 払 費 用 86,356 67,899 18,457

繰 延 税 金 資 産 771,978 518,586 253,391

そ の 他 19,019 23,998 △ 4,978

貸 倒 引 当 金 △ 6,722 △ 13,030 6,308
　

Ⅱ　固 定 資 産 13,813,471 48.3 12,171,724 41.3 1,641,746

有 形 固 定 資 産 10,278,942 36.0 9,379,163 31.8 899,779

建 物 2,916,936 3,086,787 △ 169,851

機 械 及 び 装 置 10,801 12,794 △ 1,992

器 具 及 び 備 品 264,703 336,433 △ 71,730

土 地 7,063,273 5,943,147 1,120,125

建 設 仮 勘 定 23,227 　　　　　 ― 23,227

無 形 固 定 資 産 24,559 0.1 15,773 0.1 8,786

商 標 権 2,975 　　　　　 ― 2,975

ソ フ ト ウ ェ ア 10,214 4,066 6,147

電 話 加 入 権 8,238 8,011 226

そ の 他 3,132 3,695 △ 563

投資その他の資産 3,509,969 12.2 2,776,788 9.4 733,181

投 資 有 価 証 券 1,371,669 662,475 709,194

関 係 会 社 株 式 781,480 781,480 　　　　　 ―

長 期 前 払 費 用 24,772 5,993 18,779

　　 敷 金 保 証 金 295,664 295,447 217

保 険 積 立 金 390,275 299,909 90,366

繰 延 税 金 資 産 548,076 607,371 △ 59,295

そ の 他 98,030 124,110 △ 26,080

28,573,877 100.0 29,453,668 100.0 △ 879,791

（ 資 産 の 部 ）

資  産  合  計

増　　　減
（△印減）

期　　別

科　　目
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　　　　　　　 （千円未満の端数切捨て） 

当　　期 前　　期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１4年３月３１日現在）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ　流 動 負 債 6,495,390 22.7 6,099,691 20.7 395,699

買 掛 金 1,937,798 1,874,326 63,472

１年以内に償還予定の社債 700,000 　　　　　 ― 700,000

未 払 金 743,093 1,079,623 △ 336,529

未 払 費 用 191,335 12,374 178,961

未 払 法 人 税 等 1,080,000 1,050,000 30,000

未 払 消 費 税 等 347,979 394,340 △ 46,360

前 受 金 39,617 44,194 △ 4,576

預 り 金 63,818 160,150 △ 96,332

賞 与 引 当 金 1,353,714 1,329,350 24,363

新 株 引 受 権 　　　　　 ― 95,282 △ 95,282

そ の 他 38,034 60,049 △ 22,014

　 Ⅱ　固 定 負 債 756,818 2.7 2,975,436 10.1 △ 2,218,618

社 債 　　　　　 ― 2,000,000 △ 2,000,000

退 職 給 付 引 当 金 522,083 395,904 126,179

役員退職慰労引当金 234,735 579,532 △ 344,797

7,252,209 25.4 9,075,127 30.8 △ 1,822,918

Ⅰ　資　  本 　 金 　　　　　 ―     － 6,111,305 20.7 △ 6,111,305

Ⅱ　資 本 準 備 金 　　　　　 ―     － 6,189,053 21.0 △ 6,189,053

Ⅲ　利 益 準 備 金 　　　　　 ―     － 411,908 1.4 △ 411,908

Ⅳ　その他の剰余金 　　　　　 ―     － 8,146,705 27.7 △ 8,146,705

　　 任 意 積 立 金 　　　　　 ― 4,750,214 △ 4,750,214

特 定 情 報 通 信 機 器
特 別 償 却 準 備 金

　　　　　 ― 80,214 △ 80,214

別 途 積 立 金 　　　　　 ― 4,670,000 △ 4,670,000

当期未処分利益 　　　　　 ― 3,396,490 △ 3,396,490

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 　　　　　 ―     － △ 893 △ 0.0 893

Ⅵ　自　己　株　式 　　　　　 ―     － △ 479,538 △ 1.6 479,538

　　　　　 ―     － 20,378,540 69.2 △ 20,378,540

増　　　減
（△印減）

負  債  合  計

（ 資 本 の 部 ）

資  本  合  計

（ 負 債 の 部 ）

期　　別

科　　目
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　　　　　　　 （千円未満の端数切捨て） 

当　　期 前　　期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１4年３月３１日現在）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ　資　  本 　 金 6,113,000 21.4 　　　　　 ―     － 6,113,000

Ⅱ　資 本 剰 余 金 6,190,917 21.7 　　　　　 ―     － 6,190,917

6,190,917 　　　　　 ― 6,190,917

Ⅲ　利 益 剰 余 金 9,640,277 33.7 　　　　　 ―     － 9,640,277

利 益 準 備 金 411,908 　　　　　 ― 411,908

　　 任 意 積 立 金 5,537,765 　　　　　 ― 5,537,765

特 定 情 報 通 信 機 器
特 別 償 却 準 備 金

67,765 　　　　　 ― 67,765

別 途 積 立 金 5,470,000 　　　　　 ― 5,470,000

当期未処分利益 3,690,603 　　　　　 ― 3,690,603

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 5,470 0.0 　　　　　 ―     － 5,470

Ⅴ　自　己　株　式 △ 627,998 △ 2.2 　　　　　 ―     － △ 627,998

21,321,667 74.6 　　　　　 ―     － 21,321,667

28,573,877 100.0 29,453,668 100.0 △ 879,791負債・資本合計

増　　　減
（△印減）

資 本 準 備 金

資  本  合  計

期　　別

科　　目
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（２）損益計算書　

　　 （千円未満の端数切捨て） 

当　　期 前　　期

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 32,116,394 100.0 32,413,652 100.0 △ 297,257

Ⅱ　 26,350,451 82.0 25,956,935 80.1 393,515

5,765,943 18.0 6,456,716 19.9 △ 690,773

Ⅲ 2,298,725 7.2 2,163,413 6.7 135,311

3,467,217 10.8 4,293,302 13.2 △ 826,084

Ⅳ 64,709 0.2 35,034 0.1 29,675

1. 1,145 3,750 △ 2,605

2. 31,208 1,157 30,051

3. 4,313 5,809 △ 1,496

4. 8,850 8,594 255

5. 19,191 15,721 3,470

Ⅴ 27,324 0.1 46,588 0.1 △ 19,263

1. 　　　　　 ― 498 △ 498

2. 22,943 26,879 △ 3,935

3. 　　　　　 ― 139 △ 139

4. 　　　　　 ― 12,000 △ 12,000

5. 4,381 7,071 △ 2,690

3,504,602 10.9 4,281,748 13.2 △ 777,146

Ⅵ 43,547 0.1 9,097 0.0 34,449

1. 　　　　　 ― 1,997 △ 1,997

2. 　　　　　 ― 1,198 △ 1,198

3. 6,308 5,901 406

4. 37,239 　　　　　 ― 37,239

　 Ⅶ 115,190 0.3 256,997 0.8 △ 141,807

1. 　　　　　 ― 2,367 △ 2,367

2. 10,311 6,410 3,900

3. 78,799 245,681 △ 166,882

4. 26,080 2,450 23,630

5. 　　　　　 ― 87 △ 87

3,432,959 10.7 4,033,848 12.4 △ 600,888

1,703,608 5.3 1,790,226 5.5 △ 86,618

△ 198,498 △ 0.6 △ 37,839 △ 0.1 △ 160,659

1,927,849 6.0 2,281,460 7.0 △ 353,611

1,912,700 1,241,123 671,576

149,946 126,093 23,853

3,690,603 3,396,490 294,112

社 債 発 行 費

そ の 他

投資有価証券評価損

ゴルフ会員権評価損

投資有価証券売却益

新株引受権証券消却益

固 定 資 産 売 却 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

前 期 繰 越 利 益

固 定 資 産 除 却 損

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

社 債 利 息

営 業 外 収 益

法人税、住民税及び事業税

そ の 他

団体定期保険配当金

受 取 配 当 金

有 価 証 券 売 却 損

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

増　　　減
（△印減）

自　平成１４年　４月　１日
至　平成１５年　３月３１日

自　平成１３年　４月　１日
至　平成１４年　３月３１日

売 上 総 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

経 常 利 益

生命保険事務手数料

そ の 他

支 払 利 息

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

受 取 利 息

期　　別

科　　目
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（３） 利益処分案

（千円未満の端数切捨て） 

当　　　　　　期 前　　　　　　期

（注）平成１４年１２月１０日に149,946千円（１株につき12円）の中間配当を実施しております。

１株当たり配当金

年　　間 中　　間 年　　間 期　　末

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

　47　 00 　12　 00 　55　 00 　45 　00
（内訳）

記 念 配 当 金 　　　 ― 　　　 ― 　35　 00 　35   00 

特 別 配 当 金 　23　 00 　　　 ― 　　　 ― 　　　 ―　23　 00 　　　 ―

普 通 株 式 　35　 00 　10 　00

　　　 ― 　　　 ―

期　　末 中　　間

円　　銭 円　　銭

当　　　　　期 前　　　　　期
自 平成１４年　４月　１日
至 平成１５年　３月３１日

自 平成１３年　４月　１日
至 平成１４年　３月３１日

△ 100,000

次 期 繰 越 利 益 2,504,952 1,912,700 592,252

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 700,000 800,000

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） (3,900) (4,800) (△ 900)

△ 127,479

役 員 賞 与 金 62,100 134,000 △ 71,900

これを次のとおり処分いたします。

配 当 金 434,759 562,239

△ 1,239

計 3,701,812 3,408,939 292,872

任 意 積 立 金 取 崩 額

特 定 情 報 通 信 機 器
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

11,209 12,449

千円 千円 千円

当 期 未 処 分 利 益 3,690,603 3,396,490 294,112

増　　　減
（△印減）

自 平成１４年　４月　１日
至 平成１５年　３月３１日

自 平成１３年　４月　１日
至 平成１４年　３月３１日

金　　　額 金　　　額

　　１株につき         ４５円
       普通配当金      １０円
       30周年記念配当金３５円

期　　別

科　　目

うち

　　　１株につき　　 　３５円
           普通配当金　１２円
           特別配当金　２３円

うち
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1)子会社株式………………………移動平均法による原価法を採用しております。

 (2)その他有価証券

　時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

　　　なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

　時価のないもの………………移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

 (1)商  品……………………………移動平均法による原価法を採用しております。

 (2)仕掛品……………………………個別法による原価法を採用しております。

 (3)貯蔵品……………………………最終仕入原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産……定率法を採用しております。

　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

　また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建　　　　物 ３年～５０年

　機械及び装置 ４年～１５年

　器具及び備品 ２年～１５年

　なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用して

おります。

 (2)無形固定資産……定額法を採用しております。

　ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の見込販売数量および見込販売

収益に基づいて償却しており、その償却額が残存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、その

均等配分額を償却しております。

　また、自社利用のソフトウェアについては、取得したソフトウェアの費用削減効果が確実であると認め

られなかったため、全額を費用処理しております。

 (3)長期前払費用……定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

重要な会計方針

- 32 -



 (4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のための重要な事項

 (1)消費税等の会計処理……………税抜方式によっております。

 (2)自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

　当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１４年２

月２１日 企業会計基準第１号）を適用しております。これによる当期の損益に与える影響はありません。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

 (3)１株当たり情報

　当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１４年９月２５日 企

業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成１４年９月２５日　企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

１．貸借対照表関係
千円 千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 株式の状況

授権株式数

発行済株式総数

※当期中の発行済株式数の増減内訳

　新株引受権付社債の新株引受権の行使によるもの

発行した株式数

1株当たり発行価格

1株当たり資本組入額

(3) 自己株式数

当社が保有する自己株式の数は、普通株式189,422株であります。

(4) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入金に対する根保証 千円 千円

㈱九州データ通信システム 保証極度額

保証債務残高

(5) 配当制限

　商法第２９０条第１項第６号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額は5,470千円

であります。

18,000,000株
（普通株式）

18,000,000株

当 期 末 前 期 末

2,759,199 2,488,900 

12,611,133株
（普通株式）

12,609,633株

1,500株

2,260円

1,130円

―

100,000   

―

100,000   

注 記 事 項
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２．損益計算書関係
千円 千円

 (1)販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

役員報酬

給料手当

賞与

賞与引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

支払手数料

減価償却費

研究開発費

採用関連費

(2) 研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費

(3) 固定資産売却益の内訳

土地

(4) 固定資産売却損の内訳

建物

器具及び備品

合計

(5) 固定資産除却損の内訳

建物

機械及び装置

車両運搬具

器具及び備品

合計

99,090    

210,620   

694,498   

140,129   

608,429   

164,600   

91,009    

55        

31,676    

88,659    109,096   

233       

― 21        

―

55,710    

336       

175,668   

43,768    

1,997     

157,897   

68,753    

―

111,972   

― 2,367     

108,098   

129,750   

当 期

10,311    

2,346     

90,266    117,230   

1,098     30        

8,979     5,988     

6,410     

―

前 期
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（４） 有価証券

　　当期および前期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（５） 税効果会計

当期　（平成15年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

　　 流動資産

　　　 （繰延税金資産）

　　　　 未払決算賞与・賞与引当金

　　　　 未払事業税

　　　　 未払費用（社会保険料）

　　　　 その他

　　　　 繰延税金資産合計

　　　　 繰延税金資産の純額

　　 固定資産

　　 　（繰延税金資産）

　　　　 退職給付引当金

　　　　 投資有価証券

　　　　 役員退職慰労引当金

　　　　 ソフトウェア

　　　　 ゴルフ会員権

　　　　 その他

　　　　 繰延税金資産合計

　　 　（繰延税金負債）

　　　　 特定情報通信機器特別償却準備金

　　　　 繰延税金負債合計

　　　　 繰延税金資産の純額

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の修正額

　　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布された

　ことに伴い、当期の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成１６年４月１日以降解消が見

　込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の42.0％から40.7％に変更されました。その結

　果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が13,169千円減少し、当期に計上された

　法人税等調整額が13,289千円、その他有価証券評価差額金が119千円、それぞれ増加しております。

　

△ 38,816

548,076

407

586,892

△ 38,816

131,998

87,788

59,191

95,537

211,970

556,479

97,419

39,427

771,978

78,653

771,978

- 35 -



７． 役員の異動

（１）代表者の異動

該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動（平成１５年６月２５日付予定）

新任監査役候補

監査役（非常勤） 田中　襄一 （現　日本大学法学部教授）

（注）「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項に定める社外監査役の候補者であります。
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